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第１章 19 世紀前半のプロイセン王国営業表 
                ―1822年および 1843年営業表について― 
 



























 本章ではドイツ職業=営業調査の展開過程にみられる基本的節目の中から、まずは 19 世紀前半まで
を検討範囲に定め、とりわけ三月革命以前のプロイセン王国営業統計に焦点を当て、その代表例と目





できると考えられるのであるが、この間にプロイセンでは 1819-61 年の約 40 年間に渡り、毎 3 年お
きに計 15回に及ぶ営業表作成が実施されている。82年調査にゆきつくまでの中間段階にあるのが 22
年と 43年の営業表であるが、その内容の検討を通じて 19 世紀前半のプロイセン営業統計の特質を究
明することができ、ドイツ社会統計のその後の展開に果した役割を解明することが可能になろう。 
 





















































いうことになる。少なくとも 19 世紀 70 年代以降の帝国統計の段階を迎えるまで、これがドイツ営業
統計の特色ともなっていた。 






































1. 都市・農村別分布を含んだ営業の地域的分布 空間構成 
 2. 営業全体に占める個別営業分野、あるいは職業分野の割合 部門構成  
 3. 営業の経営規模別構成：大営業／小営業の区分 経営規模構成 
  4. 営業の個別的組織形態（手工業、問屋制、マニュファクチャー、工場）の営業全体における拡がり 経営形
態構成 
 5. 生産様式（労働集約的／資本集約的）別構成 生産様式構成 
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ち 1722年 12 月 20日の同府に対する訓令の第 15 項に、いかなる種類の羊毛・鉄・木材・革の製造が
これ以上可能かについての調査が指令され、全地方長官に報告作成が委託されている。総監理府の商


























1．地名     2．工場あるいは製造場の名称 
3．設置されている仕事台と織機数  4．3の内の実際の稼働数 
5．労働者数    6．設立期日 
7．工場主の名前と出自   8．許可または権利取得期日 
9．借入金額、借入れた金庫と借入期間 10．工場に課せられたその他の条件、そこからの利点 
11．年間生産高   12．販路 
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と手工業者を特別に取り出し（1 から 32 までが手工業者、33 から 36 までが機械技工）、その就業者
を職業身分別（親方／職人と徒弟、10）ただし 6 業種では親方数のみ）に計 66 欄に渡り手工業者表
（Handwerkertabelle）として表示したことにある。 
 
1．パン屋     2．肉屋 
3．靴製造者     4．仕立屋 
5．染物屋・捺染屋     6．帽子製造者 
7．縁飾製造者     8．装身具製造者 
9．手袋製造者    10．毛皮製造者 
11．櫛製造者    12．刷毛製造者 
13．大工     14．指物師 
15．左官     16．陶工 
17．ガラス細工師    18．ペンキ屋 
19．車大工    20．桶屋 
21．旋盤師    22．鍛治屋  




25．真鍮・黄銅細工師、鋳鐘師   26．錫器製造者 
27．板金細工師    28、製革工 
29．馬具師・鞍工    30．製本屋 
31．石鹸製造者    32．綱製造者 
33．機械製造者    34．時計製造者． 
















1．レンガ工場                    2．石灰焼工場 
3．ガラス工場                    4．製粉工場（水力／風力／畜力別） 
5．搾油工場                      6．晒布工場 
7．製材工場                      8．製紙工場 
9．稼動織機（営業様式で／副就業として） 
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を取ることになる。この体系の下で、以降の毎 3 年おきの国家統計表作成が 60 年代まで継続される





ならない。しかし、幸いなことに、後に統計局長ディーテリチが 1822年と 46 年の手工業者構成の比
較を行なうに際して、22 年営業表の枠組みを書き残している。これは統計局の機関誌『ベルリン統
計局報知』創刊号に記載され、11)これによって 22年営業表の構成を検討することが可能となる。 













得られると考えられる（下の表 1「1822 年プロイセン王国営業表の構成」を参照）。 
 まず、手工業者部門がある。旧来からの手工業者表がそのままの形で表示されたものであり、22
年営業表の中心部分となっている。19 年表の 35 種の手工業者に 4 種を加えた計 39 業種が１-64欄に




「自前で働く者」（für eigene Rechnung arbeitende Person、自前就業者あるいは自営業者ともいえ
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「自前で働く者」（für eigene Rechnung arbeitende Person、自前就業者あるいは自営業者ともいえ













































































































































































































































































 Ⅱ．東はメーメルから西のジューリヒまでの計 133 の中都市  
 Ⅲ．人口 1500 人以上の計 355 の小都市 
 Ⅳ．上の 3区画以外のすべての自治体（都市と郡） 
 
 その上で、課税対象業種を Aから L（ただし、I はなし）までの 11 種とし、その内の 6 種（A・B・
C・D・E・H）については、この 4区画それぞれの課税額の年間の標準額（Mittelsatz）と最低額が定
























































    
               
貨幣単位の Tはターレル（＝24グロッシェン）、Gはグロッシェン、下の Pはプフェニヒを表わす。 






製粉場     風力 ① 風車が施設内を自由移動   月１T 
            ② 風車が特定軌道上で移動可能（Paltrocken） 月 2/3T 
            ③ 風車が特定点で台上固定（ドイツ式）        月 1/3T 
        水力 碾臼 
           火力 馬力                      1馬力につき 月 1/6T 
         畜力 馬力                               1馬力につき 月 1/6T 
搾油場     圧縮機（碾臼と等価） 
他の圧縮場 道具あるいは粉砕器（碾臼）   
製材場     鋸ひとつ 碾臼 1/2 と等価 






  a．十分な水量の下で稼働  月 1T 
  b．6-11月間水量不足  月 1/3T 
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分に関しては、営業税から離れ、同じく 1820 年 5 月 30 日に発令された階級税法による記録が使用さ
れている。1820 年階級税法はいまだ身分制社会成層を残していた農村部には、その住民に対して階

































器の 6業種、ならびに機械紡績場の計 7 業種を加え、以下の総計 23 種（そのための 55欄）を取り上
げている。 
 
 鉄工場  銅工場  水力製錬場 化学工場 
 製糖工場             甜菜糖工場         澱粉工場  炭酸カリウム煮沸工場 
  ガラス工場           陶磁器工場 石灰焼工場 レンガ工場 
 タール窯             製粉工場            搾油工場 晒布工場            
皮鞣工場  製材工場            製紙工場       機械紡績業 







































































ペースを占めるものであったが（45 業種とそのための 78 欄）、営業表の軸がこれまでの手工業から
工場生産にシフトしてゆく徴候がみえている。 
1844 年 6 月 7 日、統計局は内閣全体の下から新設された商業庁（Handelsamt、その長官は F.L.ｖ


































がる国家の現状を提示しなくてはならない。これを 5 枚の表で提示したものが 43 年統計表なのであ
る。 



















この 1843 年末の統計調査（statistische Zählung）の結果は「官庁を通したやり方」で、すなわ
ち「王国の県政庁、郡長、および市役所によって調べられた通りのものであり、統計局の行なった再






刊へと進むことができる。それは、以下の 5 つである。 
 






これから問題とするのは 5 の営業表である。これはその表頭には以下で順次説明される 28 分野区
分とその中の 87 営業種が並べられ、その人的および物的構成に関する項目が計 165 欄にまたがり列
記された一連の統計表である。表側には当時のプロイセンの地方行政区、すなわち東はケーニヒスベ
ルクから西のアーヘンまでの 25県ととくにベルリン市を加えた計 26 の地域区分が施されている。こ










構成である。業種は既述のように 45 種に渡る。1816 年表の 35 種、19 年表の 36種から始まり、さら
に 37年表では瓦・スレート屋根葺師と石工（いずれも左官から独立して）、紙・油紙・油布製造、活
字鋳造、石版印刷と銅・鋼・木版印刷が追加され、漸次種類を増加させてきた結果である。この部分
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⑦蒸気機関、以上の 7 つの追加表が添えられている。 
 工場施設では主眼を施設数把握に置いている。13 種の内、鉄工場や銅工場を初め、その多くが 22
年表と 37 年表でつけ加えられたものであり、この間の工場生産の進展を反映している。ただし、工
場施設の網羅性には疑問があり、表示も施設数の捕捉に偏りその内部の就業者関係には注意が向けら








をこととする工場（ライン、ザクセン、ブランデンブルクの 3州に集中している計 746 工場―1 工場
当たリ就業者数 86 人）が常時就業者の性・年齡（14 以下／15 以上）別を伴なって 8州別に提示され
28 
 











































































































































































































































































 最初の 13 種の工場施設では、工場所有者、また就業労働者のある場合はその各々に家族構成係数
4.1 を掛け、すべてに渡りそれを計算し総計している。追加表の大工場では、工場施設にひとりの所
有者がいるとし、その家族構成員を 4.1 人とし、同じく 15 歳以上の男女労働者にも 4.1 を乗じ、そ
れらに 14 歳以下労働者を加えている。同じ追加表の醸造業・火酒蒸溜場では工場数を所有者数と同
じとみなし 4.1 を掛け、また個々の工場には平均 5人の労働者が就業しこれらの多くは未婚であると




者家族、桶 1 台に労働者 1 人を、また巻紙製紙工場では所有者家族数と、規模の大きな工場が多いた
め 1 工場あたり 20 人の労働者を想定し、これを合計しこの分野の人口を推計している。さらに、紡
績業での推計は次のように行なわれている。まず、工場を大工場と小工場とに分け、大工場所有者家
族・14 歳以下労働者と未婚 15 歳以上労働者・既婚 15 歳以上労働者とその子供 2 人、これらを一方














































＝小商人が雑貨・小間物、食糧品、行商の 3 つに分けて計上され、その数 10 万 5 千人とされ、大取





































また商業や運輸業、その他についての報告を 1 枚の連続表にまとめたことにある。これが 22 年表に
おける 72 業種区分と計 120 欄、43 年表の 28 分野・87 業種区分と計 165 欄をもった営業表となって
いた。なるほど 1810 年のホフマンの統計表にあった「生業手段」に較べると、はるかに簡略化され
てはいるが、基本性格を異にした経済活動が強引に接合され、統計表示としてはかなりいびつなもの
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 この後、1843年 11月の関税同盟第 6回総会（ベルリン）においてバーデンとザクセンの大使の提
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32.さらに,Gewerbestatistik Preussens vor 1850,Bd.2,hrsg.von K.H.Kaufhold,und U.Albrecht, 
St.Katharinen,1994,SS.Ⅶ-ⅩⅥ,をも参照のこと. 
  7）L.Krug,Betrachtungen über den National=Reichtum des preussischen Staats,und über den Wohlstand seiner 
Bewohner,Theil 1,Berlin,1805,SS,Ⅹ-ⅩⅠ.本書は実に多様な国状記述を含むものであるが,手工業者と工
場についての統計表示と解説は,同書・第 2部,第 5章第 2節,に収められている. 
 8）ホフマンの 1810 年統計表に関しては,E.Engel,Die Methoden der Volkszählung,mit besonderer Berück- 
sichtigung der im preussischen Staate angewandeten,Zeitschrift des Königlich Preussischen Statis- 
tischen Bureaus,Jg.1,1861,SS,151-54,また,拙著『近代ドイツ国家形成と社会統計』京都大学学術出版
会,2014 年,36-41,81-82ページ,を参照. 
9) 19 世紀前半の営業表の展開については,W.Dieterici,Ueber den Begriff der Statistik,Mittheilungen des 
statistischen Bureau's in Berlin,Jg.4,1851,S.119ff.,Tabellen und amtliche Nachrichten über den 
Preussischen Staat für das Jahre 1849,Bd.Ⅴ,Berlin,1854,SS.Ⅲ-Ⅷ,Bd,Ⅵ,Abt.B,Berlin,1855,SS.997 
-1003,R.Boeckh,a.a.O.,S.31ff.,E.Engel,Die Nothwendigkeit einer Reform  der volkswirtschaftlichen 
Statistik insbesondere der Gewerbestatistik im Gebiete des Zollvereins sowie in allen übrigen  
Staaten von Europa,Ztsch.d.Könl.Pr.St.Bur.,Jg.10,1870,SS.164-65,G.Schmoller,Zur Geschichte der 
deutschen Kleingewerbe im 19.Jahrhundert,Halle,1870,S.59ff.,Die Volkszahl der Deutschen Staaten nach 
der Zählungen seit 1816,Statistik des Deutschen Reichs,Bd.37,Theil 2,1879,S.9,K.H.Kaufhold,Inhalt 
und Probleme,a.a.O.,SS.707-19,Gewerbestatistik Preussens vor 1850,SS.ⅩⅢ-ⅩⅥ,また,Quellen zur 
Berufs- und Gewerbestatistik Deutschlands 1816-1875,bearb.von A.Kraus,Boppard a.R.,1989,SS.1-25,
にある編纂者クラウス女史自身による序文（Einleitung）をも参照のこと.さらに,序文でも触れた次の書を
参照 .F.Hoffmann, „ Ein den thatsächlichen Verhältnissen entsprechendes Bild nicht zu gewinnen
“,Quellenkritische Untersuchungen zur preussischen Gewerbestatistik zwischen Wiener Kongress und 
Reichsgründung,Stuttgart,2012,Teil 1.（以下,本書の引用では,Quellenkritische Untersuchungen,と略記
する） 







11）W.Dieterici,Statistische Vergleichungen der Anzahl der Handwerker und mechanischen Künstler im 
Preussischen Staate aus früherer Zeit gegen die jetzige,Mitthl.d.st.Bur.i.Berl.,Jg.1,1848,SS. 
215-19. 
12）ディーテリチ（Karl Friedrich Wilhelm Dieretici）は 1790 年 8月 23日ベルリンに生まれ,ケーニヒスベル
ク大学とベルリン大学に学ぶ.対フランス戦役で技術将校を務める.1820 年文化省職員.1831 年上級行政
官.1834 年ベルリン大学国家学教授に就任,翌年にはプロイセン統計局補助研究員としてホフマンを援け,ま
た関税同盟統計の編纂と公刊に尽力する.1844 年 6 月 29 日,ホフマンの後を受けて統計局長に就任.統計局の
活動を拡充させ,編纂結果を公表することに力を注ぐ.1847 年来ベルリン科学アカデミー会員.1859 年 7 月 29
日,ベルリンにて死去.R.Boeckh,Dieterici:Karl Friedrich Wilhelm D.,Allgemeine Deutsche Biographie, 
Bd.5,1877,SS.159-63,C.Meitzel,Dieterici,Karl Friedrich Wilhelm,Handwörterbuch der Staatswissen- 

















17）K.H.Kaufhold,Quellen zur Gewerbestatistik Deutchlands vor 1850,Grundlagen der Historischen Statistik 
von Deutschland,hrsg.von W.Fischer und A.Kunz,Opladen,1991,S.73,S.81.  
18）この中で,それぞれの現場ではさまざまな混乱が生じ,全体として不統一な結果がもたらされていたであろう





20）Gesetz wegen Entrichtung der Gewerbesteuer.Vom 30sten Mai 1820,Gesetz=Sammlung für die Königlichen 
Preussischen Staaten,1820,SS.147-62.この 1820年営業税法の解説ては以下の文献を参照.W.v.Oesfeld,Die 
Gewerbesteuer-Verfassung des Preussischen Staats in ihrer neuesten Gestaltung,Breslau,1877,S.9ff., 
G.Strutz,Der Staatshaushalt und die Finanzen Preussens,Bd.1,4.Lieferung,Berlin,1902,SS.1081-84, 
R.Grabower,Preussens Steuern vor und nach Befreiungsskriegen,Berlin,1932,S.551ff.,野津高次郎『獨
逸税制発達史』有芳社,1950 年,109-11ページ,佐藤進『近代税制の成立過程』東大出版会,1965 年,241-42ペ
ージ. 









る.F.Hoffmann,a.a.O.,S.239ff.,SS.718-20.   
23）Gesetz wegen Einführung einer Klassensteuer.Vom 30sten Mai 1820,Gesetz=Sammlung,SS.140-43. 
24）1837 年営業表そのものは後にディーテリチの編纂した関税同盟資料集の中に掲載され,その構成が把握でき
る.Gewerbe-Tabelle des ganzen Preussischen Staats nach den einzelnen Regierungsbezirken für das Jahr 
1837,Statistische Uebersicht der wichtigsten Gegenstände des Verkehrs und Verbrauchs im Preussischen 
Staate und im deutschen Zollvereine,1.Fortsetzung,1842,SS.383-401. 
25）Die statistischen Tabellen des preussischen Staats nach der amtlichen Aufnahme des Jahres 1843,hrsg.von 
W.Dieterici,Berlin,1845.（以下,本書の引用は,Die statistischen Tabellen と略記する）.なお,この 43
年表についての詳しい解説として,G.Hanssen,Das statistische Büreau der preussischen Monarchie unter 
Hoffmann und Dieterici,Arch.d.pol.Oek.u.Polwiss.,N.F.,Bd.4,1846,S.329ff.,F.Hoffmann,a.a.O., 
SS.194-200,をも参照. 
26）統計局長ホフマンは,1817・20・31・37 年のプロイセンの現状に関し,毎年の人口目録や 3 年ごとの調査結果
を自らの著作の中で要約・報告している.また,先のクルークの研究と同様,プロイセン官僚機構にあって統計
局がもつ資料の利用を許された個人による実証研究もある.その代表例のひとつとして,ハルデンベルク政権
の下で財務省枢密税務官を務めたフェルバーがその引退後 1 年して発表した,C.W.Ferber,Beiträge zur 
Kenntniss des gewerblichen und commerziellen Zuständes der preussischen Monarchie,Berlin,1829,お
よびその続編（Neue Beiträge,1832）があるが,そこでは統計局に備蓄されていた営業統計がふんだんに利用
されている.こうした研究は半官庁的（halbamtlich）とよばれながらも,資料報知の点では大きな役割を果し
たとされる.Quellen zur Berufs- und Gewerbestatistik,SS.5-6.このフェルバーの研究については,諸田実
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und soziale Strukturen im saekularen Wandel,Bd.3,hrsg.von I.Bog,u.a.,Hannover,1974,SS.708-09. 
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Entwickelung der amtlichen Statistik des preussischen Staates,Berlin,1863,SS.3-15,O.Behre,a.a.O., 
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会,2014 年,36-41,81-82ページ,を参照. 
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参照 .F.Hoffmann, „ Ein den thatsächlichen Verhältnissen entsprechendes Bild nicht zu gewinnen
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する） 
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ク大学とベルリン大学に学ぶ.対フランス戦役で技術将校を務める.1820 年文化省職員.1831 年上級行政
官.1834 年ベルリン大学国家学教授に就任,翌年にはプロイセン統計局補助研究員としてホフマンを援け,ま
た関税同盟統計の編纂と公刊に尽力する.1844 年 6 月 29 日,ホフマンの後を受けて統計局長に就任.統計局の
活動を拡充させ,編纂結果を公表することに力を注ぐ.1847 年来ベルリン科学アカデミー会員.1859 年 7 月 29
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30）Die statistischen Tabellen,S.159 
31）Die statistischen Tabellen,S.161 
32）Die statistischen Tabellen,S.151,S.158. 
33）この他の部分での人口の計算―採鉱・製錬業では既述のように家族数を含めての人口が調査済みであった.製
造工場の内の搾油,晒布,皮鞣用樹皮磨臼,製材工場では工場所有者と家族員数を一方に置き,他方で比較的小
さな工場では労働者 1-2 人,大規模工場で 10-20 人とし,その平均に 5 人を取り,双方を合算する.繊維業では
主営業だけを取り（副業従事者は農業人口に帰属）,織工家族数を 4.1 人とし,これを 6 種について計算し合
計している.このようにして工場 8 分野の帰属人口が算出されている.Die statistischen Tabellen,S.149, 
S.151,S.156. 
34）Die statistischen Tabellen,S.165.なお,報告では 63 倍となっているが,これは水路運輸力をツェントナー
に換算する際の単純な計算上の間違による. 











を抱えたものであることはカウフホルトの指摘する通りである.K.H.Kaufhold,Inhalt und Probleme,a.a.O., 
SS.713-14.実際にも,クラウスは当時の郡レベルでの調査の実施にみられた種々の混乱を,残っていた報告
書式の点検を通じて明らかにしている.Quellen zur Berufs- und Gewerbestatistik,S.13ff.さらに,プロイ








38）W.Dieterici,Allgemeine Betrachtungen über die Gewerbtreibenden im Preussischen Staate aus Verglei- 
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38）W.Dieterici,Allgemeine Betrachtungen über die Gewerbtreibenden im Preussischen Staate aus Verglei- 







































































 1844年 3 月 19日、関税同盟での決定はプロイセン財務省から統計局へ伝えられ、資料収集と編集
結果を関税同盟中央局へ送付するようにとの指令が下りた。これに対し、統計局のエンゲルハルト（ホ
フマンの引退後、7 月 29日にディーテリチが統計局長に就任するまでの短期間、統計局を統括する）
は、プロイセンでは 1819 年来毎 3年ごとの営業調査の実績を有し、現に 1843年表を作成中であるこ
とから、関税同盟営業表の必要とするものはこれによって提供できるとする。もし、これに追加する
ものがあるとすれば、それは何かが決められなければならない。必要な追加情報は小規模経営に関す




























り、次回のプロイセンでの営業調査時の 1846 年まで先送りされることになった。 




  Ⅱ．書物取引のための施設 これまでの営業表の手工業者と商業部門からの独立施設と就業者 
 Ⅲ．商業 店舗、支配人・帳簿掛・店員と徒弟 
 Ⅳ．運輸業 海上・河川航行別船舶、積荷能力と乗組員 荷馬車運送と馬匹 
 Ⅴ．旅館と酒場経営 



























































                       工場表（Fabrikentabelle） 
 Ⅰ．機械紡績工場 5種別、施設・紡錘と労働者 
  Ⅱ．織物工場での稼働織機 主営業／副業別の織機、主営業での就業者 
  Ⅲ．天然および化学漂白工場 
Ⅳ．染色業                  
Ⅴ．布地捺染業 
Ⅵ．織物業に類似の工場 
以上のⅢ-Ⅵにまたがり 19種別に施設と労働者、業種によっては機械・装置   
Ⅶ．製造工場 製粉（動力別 4分類、碾臼）・搾油・皮鞣・晒布・製材(3種別)・その他､施設と労働者 
 Ⅷ．蒸気機関 営業用途別 12分類と馬力 
Ⅸ．金属工場 23種別、労働者、業種によっては機械・装置 
  Ⅹ．他工場 17種別、施設と労働者  
  Ⅺ．ビール醸造場と火酒蒸溜場  
 
これまでの営業表、とりわけ最新結果である 43 年営業表と比較した場合、このディーテリチ図式

















れ、1846 年 10 月 25 日に発送された。これは 46 年 12 月の毎 3 年ごとの関税同盟人口調査に合わせ
るためである。 
 プロイセンではこれまで通り、書式用紙は秋にベルリンの統計局から県庁を介して都市と郡へ降り


































流通施設に関する週刊誌』の 1849 年に刊行された 1848 年号第 5 分冊に、標題「1846 年に対するプ
ロイセン帝国営業表」での手工業者・その他表、また第 6 分冊に標題「1846 年のプロイセン帝国に
対する営業表」としての工場表、この 2 部に分けて公表されている。8) 
 まず、手工業者・その他表の構成とその特色を探ってみよう。これは以下の 6分野を連結させ､個々
の業種における調査事項を 26地域区分（25県＋ベルリン市）の中で記載した総欄 181 にも及ぶ表で
ある（右端の数字は欄番号）。 
 
Ⅰ．機械技工と手工業者（63 業種 1-128） 
 Ⅱ．書物取引に属する施設と企業（7業種 129-141） 
 Ⅲ．商業（15業種 142-167） 
 Ⅳ．船舶運輸（2業種 168-173）  
 Ⅴ．荷馬車駄賃運輸（1業種 174-176） 






年に独立した営業表における 36種、22年営業表の 39種、37年営業表の 45 種と漸次その業種数を増
やしてきたのがこの統計表である。前章でみた 43年表は 37年表と同じ業種分類を採用している。今
回の表では、43 年表の手工業者部門にあった 5 種―紙・壁紙・油布・油絹工場、活字鋳造場、印刷
業・楽譜印刷業、銅・鋼・木版画印刷施設、石版印刷場―がそこから取り除かれ、この内の後の 4 種
はⅡの「書物取引に属する施設と企業」に移され、この結果、ここは文字通り手工業者層に限定され
た分野となっている。逆に、新たに加えられた業種は以下の 22 種に及ぶ。 
 
消火器と消火器ホース製作者  室内装飾工   
剪毛工・光沢仕上師   染物師   
舗石工・石工   煙突掃除夫 
彫刻師    針工・篩製作者 
楽器機械工        金・銀箔師 
理髪師    髪結 
漁師（営業目的）   野菜・果物栽培者 
日傘・雨傘製作者   縫帆工 
木捩子・木靴・匙・靴型製作者  車大工・修繕工 
研磨師               筬製作者 
タバコ巻工   詰綿製作者 
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  Ⅱ．織物工場での稼働織機 主営業／副業別の織機、主営業での就業者 
  Ⅲ．天然および化学漂白工場 
Ⅳ．染色業                  
Ⅴ．布地捺染業 
Ⅵ．織物業に類似の工場 
以上のⅢ-Ⅵにまたがり 19種別に施設と労働者、業種によっては機械・装置   
Ⅶ．製造工場 製粉（動力別 4分類、碾臼）・搾油・皮鞣・晒布・製材(3種別)・その他､施設と労働者 
 Ⅷ．蒸気機関 営業用途別 12分類と馬力 
Ⅸ．金属工場 23種別、労働者、業種によっては機械・装置 
  Ⅹ．他工場 17種別、施設と労働者  
  Ⅺ．ビール醸造場と火酒蒸溜場  
 
これまでの営業表、とりわけ最新結果である 43 年営業表と比較した場合、このディーテリチ図式

















れ、1846 年 10 月 25 日に発送された。これは 46 年 12 月の毎 3 年ごとの関税同盟人口調査に合わせ
るためである。 
 プロイセンではこれまで通り、書式用紙は秋にベルリンの統計局から県庁を介して都市と郡へ降り





































 ２．Ⅱの「書物取引に属する施設と企業」は 46 年表で新たに設けられた分野である。とはいえ、
そこに挙げられている業種すべてはこれまでの営業表で手工業者と商業分野に分かれて計上されて
いたものである。既述のように 43 年表の手工業者分野から４種、商業分野から書籍・美術品販売、






造・加工にかかわる 4 種をここに移し、商業分野から販売・賃借にかかわる 3 種を含めることで、異
質な経済活動が書物取引（literatrische Verkehr） といういささかあいまいな分野名の下で強引に
まとめられている。 
 Ⅲの「商業」について。ここでは大きく 3 つの性格をもった流通・販売業種が列記されている。ま
ず、店舗を開くことなく大規模な取引を専らこととする金融業（主に貨幣、流通証券、手形業務を営
む）、卸売業（独自業務、あるいは委託業務として）、ワイン商、穀物商、材木商、羊毛商、仲買商（商























 43年表まであった奉公人の表示は今回の 46 年表では新たに手労働者（Handarbeiter）層をつけ加
えることによって拡充されている。すなわち、手工業者・その他表と次の工場表をメインとしながら、
46 年表では工場部門の 4 概括表（機械紡績業・織機・製造業・蒸気機関）と並んで「奉公人・手労
働者」表を別表として掲げている。9)この手労働者とは機械を操作する労働、また知的な労働と区別
され、「独立して手仕事で生活している者」と定義され、具体的業種として日雇労働者、樵、道路工
事人夫、鉄道工夫、女縫工、洗濯女が挙げられている。その数量は男性 87.3 万人、女性 59.7 万人、
計 147万人とあり、これに奉公人層（個人的サーヴィス従事者と農業などでの下男・下女、それぞれ
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次の 7分野を設定している（右端の数字は欄番号。下の表 3「1846 年プロイセン王国工場表」を参照）。 
 
 Ⅰ．紡績業（3業種 1-35） 
 Ⅱ．織物（その 1で稼動織機、2から 13 まで織物関連業種 36-152） 
 Ⅲ．織物業に類似の工場（8業種 153-208） 
 Ⅳ．製造工場（6業種 209-235） 
 Ⅴ．蒸気が機械的に稼動している蒸気機関（12 用途 236-259） 
 Ⅵ．金属工場、および採鉱業に附属するか、また類似の企業（27業種 260-420） 




は羊毛（紡毛糸 Streichgarn／梳毛糸 Kammgarn 別）、木綿、亜麻（麻糸／粗麻糸別）の 3 製品別に
営業施設と営業手段（機械・装置）、つまり工場と紡錘の数量が記載されている。ここまでは以前の
営業表と同じである。しかし、先にみた関税同盟総会決議にあった就業者構成が「労働者」欄におい
て、性別と年齢別（14 以下／15 以上）を伴なって表示されている。 
 「織物業」では旧来の表示様式と新規のそれとが混在している。すなわち、すべての種類の独立営
業としての織工、家内工業的織工、工場織工とそれらの織機が一括されて、その１において稼働織機





機械制生産よりも手工業生産の方が重きをなしていることの反映であろう。さらに、2 から 13 まで
は織物関連の各業種が挙げられているが、43 年工場表にはなかった新たな織物業種の追加があり、
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れまでの 7 種の用途別分類をさらに細分し、かつ晒布工場用を加え計 12 種に増やし、各地域（県）
での使用機関数（ただし、いわゆる蒸気罐 Dampfkessel は除いてある）とその馬力数の分布が示さ














場）、③棒鉄圧延工場、④板金圧延工場の 4 種への細区分がみられる。 
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場）、③棒鉄圧延工場、④板金圧延工場の 4 種への細区分がみられる。 






































 １．次に、ザクセン王国における 46 年営業表の特徴をみてみる。関税同盟に参加しているザクセ
ンでも大枠では上の見本に沿った形で資料収集に当たらざるをえない。ところが、ザクセン王国の




























































意味であり、2 本ではなく 7 本の統計表となった原因である。プロイセン様式では、商業や運輸業、
サーヴィス業といった異質な部門・業種が手工業者表の中で機械的に繋げられている。従い、機械技
工と手工業者／書籍取引施設・企業／商業／船舶運輸／荷馬車運輸／旅館・酒場経営、この 6 部門に










































 １．次に、ザクセン王国における 46 年営業表の特徴をみてみる。関税同盟に参加しているザクセ
ンでも大枠では上の見本に沿った形で資料収集に当たらざるをえない。ところが、ザクセン王国の







































































































































































































ザクセンでは 1834年 11 月 22 日に、国王アントン、後継者フリードリヒ・アウグスト（Ⅱ世）、そ
して財務相ツェッシャウの名で新たな「営業税と対人税」に関する法律が公布され、翌 35 年 1 月 1
日から実施されることになった。これは関税同盟加盟に当って商工業の発展にとって壁となっていた
これまでの税制を廃止し、プロイセンに倣った租税制度を導入したものである。この 34 年営業税法








































































































ザクセンでは 1834年 11 月 22 日に、国王アントン、後継者フリードリヒ・アウグスト（Ⅱ世）、そ
して財務相ツェッシャウの名で新たな「営業税と対人税」に関する法律が公布され、翌 35 年 1 月 1
日から実施されることになった。これは関税同盟加盟に当って商工業の発展にとって壁となっていた
これまでの税制を廃止し、プロイセンに倣った租税制度を導入したものである。この 34 年営業税法

























































































































































































































































ことの発端は、統計協会から統計局時代に入った 1850 年代早々に、統計局の最初の作業として 49
年人口調査結果の整理・編纂が行なわれたことにあった。この作業の中で局の業務指導者エンゲルは





した場合、この 46 年営業表の不透明さ、および 49 年職業統計と 46 年営業表にある対応箇所でのこ
うした数量のギャップは 46 年営業表の全面否定といってよいほどの批判を引き出す。 
エンゲルはこの 46 年と 49 年の調査結果を比較考量する中で、同一業種間の就業人口に関して常識
















に、エンゲルはこの 46 年営業表について次のように批判している。28) 
 









 46 年と 49 年の調査を比較した場合、調査方法や集中加工の点で正確度を高め、その「国民経済的
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捉える観方が多い。19 世紀ドイツの小経営体の歴史的展開を論じたシュモラーは、その中で 19 世紀
中葉の営業統計の不完全さを指摘せざるをえなかった。当人はテュービンゲン大学での学業修了後、
義兄のリューメリンが主宰していたヴュルテンベルク統計‐地誌局で試補として実務経験を積んで



























































































住人口把握の必要がいわれ出すのが 40 年代のプロイセンにおいてであった。これは 60 年代後半に至
り、ようやく市民の自発的参加を得ながら、1軒ごとの世帯調査リストを用いた世帯構成員全員の記
名によるセンサス形式の直接調査として実現しえた。商工業や農業などの経済統計がこの段階にまで


























































































1）Die Ergebnisse der Gewerbezählung von 1.Dezember 1875 im Deutschen Reiche,Einleitung,Ⅱ.Die 
gewerbestatistischen Erhebungen des Zollvereins und ihre Vergleichbarkeit mit der Aufnahme vom 
1875,Statistik des Deutschen Reichs,Bd.34,Theil 1,1879,S.(75). 
 2）個別国家レベルでは 19 世紀前半にいくつかの国家において行政資料やその他の記録からの営業統計作成の事
例は残されている.バイエルン（1810 年）,バーデン（1829 年）,ザクセン（1831 年）, ヴュルテンベルク（1835










住人口把握の必要がいわれ出すのが 40 年代のプロイセンにおいてであった。これは 60 年代後半に至
り、ようやく市民の自発的参加を得ながら、1軒ごとの世帯調査リストを用いた世帯構成員全員の記
名によるセンサス形式の直接調査として実現しえた。商工業や農業などの経済統計がこの段階にまで

















































 3）以下,46 年関税同盟営業表の成立経過については以下の文献による.Die Ergebnisse,a.a.O.,SS.(75)-(86), 
E.Engel,Die Nothwendigkeit einer Reform der volkswirtschaftlichen Statistik insbesondere der 
Gewerbestatistik,Zeitschrift des Königlich Preussischen Statistischen Bureaus,Jg.10,1870,S.159ff., 
F.Hoffmann,Quellenkritische Untersuchungen,Stuttgart,2012,S.200ff.. 
4）Die Ergebnisse,a.a.O.,S.(75). 
5）以下,プロイセンでの経過については,次の文献による.R.Boeckh,Die geschichtliche Entwickelung der 






に述べるようにそれが 25種にまとめられている.Boeckh,a.a.O.,S.79.また,これについては,Quellen zur 
Berufs- und Gewerbestatistik Deutschlands 1816-1875,bearb.von A.Kraus,Boppard a.R.,1989,S.276, 
を参照. 
8）Die Gewerbetabelle der Preussischen Monarchie für das Jahr 1846,Handels-Archiv: Wochenschrift 
    für Handel,Gewerbe und Verkehrsanstalt,Jg.1848,Heft 5,SS.436-59,Heft 6,SS.541-94. ただし,工場表を
扱った第 6分冊における表題は,Gewerbetabelle für die Preussische Monarchie im Jahre 1846,に替ってい




人の成人がふつう 2台の織機を,子供 1人の補助のある場合にはそれ以上の織機を視ることになる｣(W.Diete- 
rici,Uebersicht der in den verschiedenen Provinzen des Preussischen Staats für Gewerbe aller Art 
bestehenden Fabriken und der mit denselben in Verbindung stehenden Bleicherei,Färberei und 




15）これは 46年表作成に関し,当初（1845 年 1月 2日）のディーテリチ提案に添えられた統計調査に関する当人
の見解とされる.R.Boeckh,a.a.O.,S.78.  
16）Uebersicht der Gewerbe im Königreich Sachsen nach der Zählung am 3.December 1846,Mittheilungen des 
statistischen Vereins für das Königreich Sachsen,Lf.18,1849. 
17）この工場表の枠組みについては,拙著『近代ドイツ国家形成と社会統計』京都大学学術出版会,2014 年,143-45  
ページ.を参照のこと. 
18）Verordnung,die Aufnahme von Bevölkerungslisten betreffend,Gesetz- und Verordnungsblatt für das 
Königreich Sachsen vom Jahre 1846,SS.202-04. 
19）G.Wächter,Die Sächsische Volkszählung,Zeitschrift des K.Sächsischen Statistischen Büreaus,Jg.48, 
Beilage,1902,S.3. 
20）Gewerbe= und Personalsteuer=Gesetz,Sammulung der Gesetze und Verordnungen für das Königreich Sachsen 
vom Jahre 1834,SS.349-414. 
21）Gewerbe= und Personalsteuer=Gesetz,a.a.O.,S.354,Quellen zur Berufs- und Gewerbestatistik Deutschlands 
1816-1875:Mitteldeutsche Staaten,bearb.von A.Kraus,Boppard a.R.,1995,S.62. 
22）W.Dieterici,Statistische Vergleichungen der Anzahl der Handwerker und mechanischen Künstler im 
Preussischen Staate aus früherer Zeit gegen die jetzige,Mitthl.d.st.Bur.i,Berl.,Jg.1.1848,S.214.  










ているかを完全に概括するという意図」（Tabellen und amtliche Nachrichten über den Preussischen Staat 










28）E.Engel,Beiträge zur Gewerbegeographie und Gewerbestatistik,Ⅱ,Zeitschrift des Statistischen Büreaus 
des Königlichen Sächsischen Ministeriums des Innern.,Jg.3,1857,SS.26-27.また,「これは多くの点で,
その結果の信頼性を疑うのに重要な根拠があった」,「統計協会報知の第 18号の内容をなすいわゆる 1846 年
営業統計が多くの点で不正確さに苦しみ,その不正確性は調査に使用されたリストのまったく不適切な把握
と処理から出てきている」（Die Bevölkerung des Königreichs nach Berufs- und Erwerbsclasse,Statistische 
Mittheilungen aus dem Königreich Sachsen,Lf.3,1854,S.2,S.13.）ともされる. 
29）E.Engel,Die Nothwendigkeit einer Reform,a.a.O,S.163. 
30）E.Engel,Die Methoden der Volkszählung,mit besonderer Berücksichtigung der im preussischen Staate 
angewandten,Ztsch.d.Könl.Pr.St.Bur.,Jg.1,1861,S.207. 
31）W.Morgenroth,Gewerbestatistik,Die Statistik in Deutschland nach ihrem heutigen Stand,hrsg.von F. 






33）W.Dieterici,Statistische Uebersicht der Fabrikations= und gewerbelichen Zustände in den verschiedenen 
Staaten des deutschen Zollvereins im Jahre 1846,Mitthl.d.st.Bur.i.Berl.,Jg.4,1851,S.253. 
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の見解とされる.R.Boeckh,a.a.O.,S.78.  
16）Uebersicht der Gewerbe im Königreich Sachsen nach der Zählung am 3.December 1846,Mittheilungen des 
statistischen Vereins für das Königreich Sachsen,Lf.18,1849. 
17）この工場表の枠組みについては,拙著『近代ドイツ国家形成と社会統計』京都大学学術出版会,2014 年,143-45  
ページ.を参照のこと. 
18）Verordnung,die Aufnahme von Bevölkerungslisten betreffend,Gesetz- und Verordnungsblatt für das 
Königreich Sachsen vom Jahre 1846,SS.202-04. 
19）G.Wächter,Die Sächsische Volkszählung,Zeitschrift des K.Sächsischen Statistischen Büreaus,Jg.48, 
Beilage,1902,S.3. 
20）Gewerbe= und Personalsteuer=Gesetz,Sammulung der Gesetze und Verordnungen für das Königreich Sachsen 
vom Jahre 1834,SS.349-414. 
21）Gewerbe= und Personalsteuer=Gesetz,a.a.O.,S.354,Quellen zur Berufs- und Gewerbestatistik Deutschlands 
1816-1875:Mitteldeutsche Staaten,bearb.von A.Kraus,Boppard a.R.,1995,S.62. 
22）W.Dieterici,Statistische Vergleichungen der Anzahl der Handwerker und mechanischen Künstler im 
Preussischen Staate aus früherer Zeit gegen die jetzige,Mitthl.d.st.Bur.i,Berl.,Jg.1.1848,S.214.  










ているかを完全に概括するという意図」（Tabellen und amtliche Nachrichten über den Preussischen Staat 


























あり、編集面でも整備された内容を有した統計報告書を提示できなかった。15 年後の第 2 回目に当
たる 1861 年関税同盟営業表では、そのような欠陥は果して克服されたであろうか。あるいはその点
をめぐりいかなる議論が展開されたであろうか。 















の実施は 1861 年 12 月までずれ込み、さらに表公刊は 1864年のことになる。 





る進展がみえたのか。49 年表以降、58 年表に至る 4度の経験を概括してみると以下のようになる。1) 
 
1849 年表 手工業者部門で 16業種、また商業部門では 2業種の増加がある。さらに「農業での生業関係」部門







年）が公刊され、営業表としては、次回の 52 年度分と一緒にその第Ⅴ巻（1854 年）に手工業者・
その他表、第Ⅵ巻 A と B（1855 年）に工場表が記載されている。国家統計表の公刊は 1845 年刊行





















報告書は 1858 年に 1 巻本の国家統計表として公刊され、その第 7 部に手工業者表、第 8 部に工場
表が掲載されている。 






とその詳細な階層区分表示が可能となる。報告書は前回同様、1860 年に 1 巻本の国家統計表とし
て公刊され、その第 7部に手工業者表、第 8部に工場表が掲載されている。 
 




















































































ュタインバイス（ヴュルテンベルク）、ミュラー（テューリンゲン）である。これら委員は 1854 年 8













報告書は 1858 年に 1 巻本の国家統計表として公刊され、その第 7 部に手工業者表、第 8 部に工場
表が掲載されている。 






とその詳細な階層区分表示が可能となる。報告書は前回同様、1860 年に 1 巻本の国家統計表とし
て公刊され、その第 7部に手工業者表、第 8部に工場表が掲載されている。 
 





































































ア商務相 G.R.v.トッゲンブルクのよびかけに応じ、統計局長 K.v.ツェルニヒを議長にした 15 国 20
名の政府代表者による会議が 1857年 9月 7日に開かれている。8)ところが、プロイセンからは統計局
長の参加はなく、2 名が任意参加したに留まった。この会議で採択された統一のための「綱領」が、
直前の 9月 5 日にザクセン代表の資格で参加した同国統計局長エンゲルの手によって起草された。こ
れは、分断されたドイツの行政統計制度に新たに統一性をもたらし、それらの間の同盟を築くため、
まずは各国統計の同形性（Gleichförmigkeit）と比較可能性（Vergleichbarkeit）を確保する必要が


























































遣した。1859 年 6月 6日から 22日までの会議において当人と統計局長、これに財務省委員（ヘルヴ
ィク）と内務省委員を加えての折衝が続けられた。同 28 日にデルブリュックとディーテリチとの間
に調印が済み、ここにプロイセン統計局が折れた形を取りながらも、しかし提示されたプロイセン修
正案を大幅に取り入れた形でミュンヘン案にもとづく営業表作成が承認された。こうして 1861 年 12
月の関税同盟での定期的人口調査に併せて 15年振りに営業調査も始動することになった。 






































ア商務相 G.R.v.トッゲンブルクのよびかけに応じ、統計局長 K.v.ツェルニヒを議長にした 15 国 20
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れは、分断されたドイツの行政統計制度に新たに統一性をもたらし、それらの間の同盟を築くため、
まずは各国統計の同形性（Gleichförmigkeit）と比較可能性（Vergleichbarkeit）を確保する必要が
















従事する手工業者を「金属労働者」としてまとめることによって 1 分野を減らし 16 分野構成とし、
記載欄も当初の 315から 235 へと縮小している。工場表が最大の焦点となるのだが、そこでは家内工
業や工場での利用動力(蒸気力と水力)、被雇用者層の家族身内についての項目が削除され、織物業で
の稼動織機の表示がこれまでと同じく採用される、等々を経ながら当初案の 20 分野・909 欄がプロ
イセン修正案の 9 分野・702 欄へと大幅に削減された（これについて、「過度の赤字が暴威を振るっ
た」とはエンゲルの皮肉である）。商業・その他表もプロイセン修正案を取り入れて、9分野・114欄
を 5 分野・63 欄へ縮小した。さらに、ミュンヘン案にあった、⑥家畜調査、および⑧農業調査は営





以上の実施案が 1859 年第 14 回関税同盟総会において承認され、61 年末に書式用紙が同中央局か
ら各国政府へ送られた。各国からの回収が済み、報告書『1861 年調査による関税同盟における手工
業者、工場、同じく商業-運輸業の統計表』13)としてまとめられるのは 1864 年に入ってからである。 
ただ、実施案での実行の前に、プロイセンでは営業表作成の改革をめぐってひとつの動きのあった




































 Ⅰ．食糧品調製（6業種 1-15） 
 Ⅱ．個人的サーヴィス提供（5業種 16-26） 
 Ⅲ．営業用ならびに家計目的用素材の調製（4業種 27-36）  
 Ⅳ．石・粘土・ガラス商品製作者（3業種 37-45） 
 Ⅴ．建設手工業者（7業種 46-62）  
 Ⅵ．機械・水車・車・船舶製造（6業種 63-75） 
 Ⅶ．金属労働者（12 業種 76-110） 
 Ⅷ．道具製作者（4業種 111-119） 
 Ⅸ．織物・編物調製（5業種 120-130） 
 Ⅹ．織物仕上（3業種 131-138） 
 Ⅺ．革商品調製（4業種 139-150） 
 Ⅻ．完成衣類調製（5業種 151-168） 
 ⅩⅢ． 木材商品製作者（6業種 169-184） 
 ⅩⅣ． 木材・角・骨・金属・琥珀による小間物製作者（5業種 185-198） 
 ⅩⅤ． 工芸表示と装飾品のための営業（9業種 199-217） 
 ⅩⅥ． その他の手工業者と局所的営業 （7業種 218-228） 
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た」とはエンゲルの皮肉である）。商業・その他表もプロイセン修正案を取り入れて、9分野・114欄
を 5 分野・63 欄へ縮小した。さらに、ミュンヘン案にあった、⑥家畜調査、および⑧農業調査は営





以上の実施案が 1859 年第 14 回関税同盟総会において承認され、61 年末に書式用紙が同中央局か
ら各国政府へ送られた。各国からの回収が済み、報告書『1861 年調査による関税同盟における手工
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ただ、実施案での実行の前に、プロイセンでは営業表作成の改革をめぐってひとつの動きのあった






































































































 61 年工場表は 9 分野・517 欄から構成され、その配列もミュンヘン案を大きく変更し、46 年表に




























械・装置欄には 46 年表同様、鉄工場で炉の 6 区分、鋼工場で炉 4 区分表示がある。さらに、就業関
係では鉄工場、針金工場、鋼工場に限って管理職員に監督職員を加えた両者の合計数が表示されてい
る。 





























































































































































れが 12 種にまとめられたというわけである。修正案ではⅨ分野には 58 業種が並べられていたが、プ
ロイセンでは 12 種に制限され、これがために当初の工場表にあった 702 欄が 517 欄に減ることにな
った。 






















































































































印刷物に関する製造から販売・サーヴィスに渡る雑多な 7業種が一括されている。初めの 4業種の a）
活字鋳造業、b）書籍・楽譜印刷業、c）銅・鋼・木版・その他印刷業、d）地球儀・地図・天象儀・
その他製造施設においては、これらが工場施設として扱われ、その施設と就業面での管理職員と監督








































































































印刷物に関する製造から販売・サーヴィスに渡る雑多な 7業種が一括されている。初めの 4業種の a）
活字鋳造業、b）書籍・楽譜印刷業、c）銅・鋼・木版・その他印刷業、d）地球儀・地図・天象儀・
その他製造施設においては、これらが工場施設として扱われ、その施設と就業面での管理職員と監督


























































































































































































































































まり、帝国形成後の 75年の第 2回人口センサス時での営業調査の失敗を経て、1882年 6月の第 1 回




1）以下,プロイセン営業表の拡大については次の文献による.Quellen zur Berufs- und Gewerbestatistik 
Deuschlands 1816-1875,bearb.von A.Kraus,Boppard a.R.,1989,S.334,S.396,S.468,S.536,R.Boeckh,Die  
geschichtliche Entwickelung der amtlichen Statistik des Preussischen Staates,Berlin,1863,S.79ff., 
F.Hoffmann,Quellenkritische Untersuchungen,Stuttgart,2012,SS.209-14. 
2）Tabellen und amtliche Nachrichten über den Preussischen Staat für das Jahre 1849,6 Bde,Berlin,1851-55. 









口の完全な記述を行なうことにあった」（Quellen zur Berufs- und Gewerbestatistik,S.536.）ともされて
いる.ここでは営業表が就業者統計として拡充してゆく方向性が一面的に強調されている. 
6）以下,1861 年関税同盟営業表作成に向けての経過の説明は次の文献による.R.Boeckh,a.a.O.,S.80ff., 
E.Engel,Die Nothwendigkeit einer Reform der volkswirtschaftlichen Statistik insbesondere der 
Gewerbestatistik,Zeitschrift des Königlich Preussischen Statistischen Bureaus,Jg.10,1870, 
S.159ff.,Die Ergebnisse der Gewerbezählung vom 1.Dezember 1875 im Deutschen Reiche,Statistik des 
Deutschen Reichs,Bd.34,Theil 1,1879,S.(75)ff.,F.Hoffmann,a.a.O.,SS.214-18. 
7）これまで商務庁（Handelsamt）下にあった統計局は 1848 年 4月 17日に同庁が商務省（Handelsministerium）
に昇格するに伴ない,5月 8日その第 2局（Abtheilung）に位置づけられたが,ほどなく同年 7月 10日に内務
省内の１部局へと編成替えとなった.ちなみに,統計局長ディーテリチの後盾となる時の内務相ウェストフ











































































営業表はこれまでのプロイセン営業表の枠組みにのっとったものといえる.E.Engel,Bericht über die 
Verhandlungen der Kommission für die Revision der Vorschläge,betreffend die Ausführung der 
Gewerbestatistik im Deutschen Reiche,St.d.Dt.R,Bd.20,Theil 1,1876,S.Ⅰ. 52.なお,このわずか 1月後
の 1859 年 7月 29日,ディーテリチは 68歳にて死去することになる. 
13）Tabellen der Handwerker,der Fabriken,sowie der Handels- und Transportgewerbe im Zollverein,nach der 






14）Die Ergebnisse der Volkszählung und Volksbeschreibung nach der Aufnahme vom 3.December 1861 resp. 
Anfang 1862,Preussische Statistik,Heft 5,1864,SS.1-50.さらに,この 61 年表については,F.Hoffmann, 
a.a.O.,SS.218-25,にある紹介をも参照のこと. 
15）E.Engel,Land und Leute des preussischen Staats und seiner Provinzen,nach den statistischen Aufnahmen 
Ende 1861 und Anfang 1862,Ztsch.d.Könl.Pr.St.Bur.,Jg.3,1863,SS.37-80. 
16）手工業者表のグループ分けについては,エンゲルによる分類基準のあいまいさに対する厳しい批判があ
る.E.Engel,Land und Leute,a.a.O.,S.80.さらに,F.Hoffmann,a.a.O.,SS.397-98,をも参照. 
17）Die Ergebnisse der Gewerbezählung,a.a.O.,S.(108). 

















23）エンゲルは 1861 年国家統計表の公表に際し,あえてその報告の末尾に詳しい注釈（Erläuterungen und 






も,その成果は「どちらかというと貧弱であった」（W.Morgenroth,Gewerbestatistik,Die Statistik in 
Deutschland nach ihrem heutigen Stand,hrsg.von F.Zahn,Bd.2,München und Berlin,1911,S.218.）とみ
る. 
26）E.Engel,Die Nothwendigkeit,a.a.O.,SS.172-73. 
27）G.Mayr,Die amtliche Statistik in Bayern,Compte-Rendu de la 8.Session a St-Pétersbourg,Congrès 
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23）エンゲルは 1861 年国家統計表の公表に際し,あえてその報告の末尾に詳しい注釈（Erläuterungen und 






も,その成果は「どちらかというと貧弱であった」（W.Morgenroth,Gewerbestatistik,Die Statistik in 
Deutschland nach ihrem heutigen Stand,hrsg.von F.Zahn,Bd.2,München und Berlin,1911,S.218.）とみ
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26）E.Engel,Die Nothwendigkeit,a.a.O.,SS.172-73. 
27）G.Mayr,Die amtliche Statistik in Bayern,Compte-Rendu de la 8.Session a St-Pétersbourg,Congrès 
International de Statistique,1874,p.330. 
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